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第1　事案の概要
1 　 1 審原告Ｘら（控訴人，上告人）は， 1審被告Ｙ（日本 IBM。被控訴人，被上
告人）の従業員であった。
2⑴　平成14年 4 月ころ，Ｙ親会社訴外Ａ（米国 IBM）と訴外Ｂ（富士通）は，
ハードディスク事業（以下「HDD事業」）に特化した合弁会社設立で合意し，
①Ｙは平成17年改正前商法373条に基づく新設分割をなし，設立会社訴外
Ｃを設立し，②Ｃを合弁会社の子会社とし，③Ｂも吸収分割によって
HDD事業部門を切り離し，Ｃに承継させることとした。
　⑵　Ｙは，全国70カ所の事業場から従業員代表者を選出させ， 4グループに
分けて，平成17年改正前労働契約承継法 7条に定める労働者の理解と協力
を得るよう努める措置（以下「 7条措置」）を執ることとした。Ｙはこれら
の代表に対して提供した資料を，イントラネット上で公開し従業員代表者
の閲覧に供していた（ただし，個別の関係従業員は閲覧できなかった旨，控訴審
で認定されている）。
1）
なお，最高裁の判旨においては特に触れられていないが，Ｃの親会社たる合弁会社の株式は，
会社分割後早い段階にＢ子会社に全部譲渡され，結局Ｃに労働契約が承継された従業員Ｘらは，
承継異議権を主張する機会なくＢグループ従業員となったことになる。実際のスキームとしては，
新設分割と企業の株式買収を併せることで，事業の全部譲渡と同様の効果を，労働契約承継の問
題なく達成するものだったと評価できる。
1）
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　Ｃの中核となる事業場はＤ事業場であり，Ｄ従業員代表者との個別協議
が行われた。もっとも，Ｄ従業員代表者の要求がすべて受け入れられたも
のではなかった。
　⑶　Ｙは，平成14年10月 1 日，HDD事業部門ライン専門職に対し，商法等
改正法（平成12年法律第90号。平成17年改正前のもの。以下「商法等改正法」）附
則 ５条 1 項の協議（以下「 ５条協議」）の資料を送付し，ライン従業員の意
向確認に当たらせた。多くの従業員はこれに同意した。
　他方，Ｘらは，所属労働組合支部を代理人として ５条協議をすることと
し，Ｙと支部が交渉を行った。もっとも，Ｙは支部の要求に従った回答を
一部せず，Ｃ社の経営見通しはスケールメリットがある，同社の労働条件
はＣ社が判断すると回答し，またＸらを在籍出向・配転で対応してほしい
とする支部の求めに応じなかった。
　Ｘらは11月11日，Ｙに対し，労働契約承継について異議を申し立てる書
面を提出した。
　⑷　Ｙは，平成14年11月27日，分割計画書を本店に備え置き，その添付書面
にはＸらの雇用契約も承継される旨記載されていた。また債務の履行の見
込みについては，資産114億 8 ,５00万円，負債 3億9,000万円（いずれも簿
価）と記載されていた。12月2５日会社分割登記がされ，Ｃ社（資本金５0億
円）が設立された。
　以上の事実関係の下で，Ｘらは自らの労働契約がＣ社に承継されないと主張
して，Ｙに対する労働契約上の地位確認および不法行為に基づく損害賠償を求
めて出訴した。第 1審（横浜地判平成19年 ５ 月29日判タ1272号224頁）は，Ｘらの
請求を全部棄却し，控訴審（東京高判平成20年 ６ 月2６日判時202６号1５0頁）も，法
律構成は異なるものの控訴を棄却したため，Ｘらが上告・上告受理申立てをし
た。
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第 2　判旨
上告棄却（確定）。
1　「〔商法等改正法附則 ５条 1項〕は，上記労働契約の承継のいかんが労働
者の地位に重大な変更をもたらし得るものであることから，分割会社が分割計
画書を作成して個々の労働者の労働契約の承継について決定するに先立ち，承
継される営業に従事する個々の労働者との間で協議を行わせ，当該労働者の希
望等をも踏まえつつ分割会社に承継の判断をさせることによって，労働者の保
護を図ろうとする趣旨に出たものと解される。
　ところで，〔労働契約〕承継法 3条所定の場合には労働者はその労働契約の
承継に係る分割会社の決定に対して異議を申し出ることができない立場にある
が，上記のような ５条協議の趣旨からすると，承継法 3条は適正に ５条協議が
行われ当該労働者の保護が図られていることを当然の前提としているものと解
される。この点に照らすと，上記立場にある特定の労働者との関係において ５
条協議が全く行われなかったときには，当該労働者は承継法 3条の定める労働
契約承継の効力を争うことができるものと解するのが相当である。
　また， ５条協議が行われた場合であっても，その際の分割会社からの説明や
協議の内容が著しく不十分であるため，法が ５条協議を求めた趣旨に反するこ
とが明らかな場合には，分割会社に ５条協議義務の違反があったと評価してよ
く，当該労働者は承継法 3条の定める労働契約承継の効力を争うことができる
というべきである。」
2　分割会社の 7条措置は努力義務規定なので，「 7条措置において十分な情
報提供等がされなかったがために ５条協議がその実質を欠くことになったとい
う特段の事情がある場合に， ５条協議義務違反の有無を判断する一事情として
7条措置のいかんが問題になるにとどまるというべきである。」これらの措
置・協議について定められた労働省（当時）の指針は基本的に合理性を有し，
指針に沿った措置・協議があったかは十分に考慮されるべきである。
3　認定事実によれば，「Ｙが行った 7条措置が不十分であったとはいえ」ず，
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また，「Ｙの ５条協議が不十分であるとはいえず，ＸらのＣ社への労働契約承
継の効力が生じないということはできない。」
第 ３　評釈
　結論賛成。ただし，事実評価に疑問なしとしない。
1　本判決は，会社分割にかかる労働契約承継法に関する数少ない公刊判決の
ひとつであり，最高裁判決としては初めてのものである。判旨「 2」はいわ
ゆる事例判断としての意義を有するにとどまるものの，判旨「 1」は，労働
契約承継法上の手続に違法があった場合の紛争解決に関する一般論であり，
重要な意義を有することは明らかである。本報告では，最高裁が事実論とし
て重視しなかった部分については特に取り上げることはせず，前掲判旨に掲
げた部分の検討を行うこととする。
2⑴　会社分割の手続において，労働契約承継法上の手続に瑕疵があった場合，
労働者（従業員）はどのような方法で争うことが可能か。従来は立案担当
者見解・行政解釈と学説上の多数説とが対立していた論点である。
　⑵　立案担当者および行政解釈は，会社分割無効の訴えを経由して，労働契
約承継の効力を争うことができるとしていた。ラフに表現すれば，会社分
割無効原因が認められる場合に該当すれば，会社分割無効の訴えを通じて
労働契約承継の効力を否定できる，と解するものである。本件第 1審判決
も，基本的にこの解釈に従っている。
　⑶　当該解釈に対しては，学説上批判的な見解が多く，多数説は，会社分割
2）
3） 4）
5）
6） 7）
札幌地決平成18年 7 月20日労旬1６47号６６頁（グリーンエキスプレス事件）は，本件とは対照的
に，労働者が契約承継を求めた事案である（申立認容）。また，静岡地判平成22年 1 月1５日労判
999号 ５ 頁は，会社分割による転籍後の賃金引下提案を説明しなかったことにつき，慰謝料支払
いを求めた事案である（請求一部認容〔控訴〕）。
原田晃治「会社分割法制の創設について（中）」商事1５６５号10頁。
平成12年労働省告示第127号「分割会社及び承継会社等が講ずべき当該分割会社が締結してい
る労働契約及び労働協約の承継に関する措置の適切な実施を図るための指針」第 2の 4の⑴のヘ。
以下「指針」と略す。
絶対効説または絶対的無効説と呼ばれることが多い。
代表的なものとして，江頭憲治郎『株式会社法〔第 3版〕』（有斐閣，2009年）６39頁注⑵・84６
頁注⑵は，将来債権を有するのみである労働者には会社分割無効の訴えの提訴権がないことを指
2）
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無効原因が認められない場合においても，一部の従業員の労働契約承継手
続に瑕疵がある場合には，会社分割無効の訴えを経由せずして，当該労働
契約承継を争うことができると解していた。本件控訴審はこの立場に近か
ったが，必ずしも会社分割無効との境界線が判然としない判文であった。
　⑷　これらに対して，本判決は，「特定の労働者との関係において ５条協議
が全く行われなかったときには，当該労働者は承継法 3条の定める労働契
約承継の効力を争うことができるものと解するのが相当である」と判示し，
会社分割無効について触れることなく，労働契約承継の効力のみを争う道
のりを端的に認める解釈を打ち出している。
　⑸　結論から法律構成を逆算するのであれば，一部の労働契約承継手続に瑕
疵があった場合に，会社分割無効原因の主張を要するのは過剰と思われ，
⑶⑷のように労働契約承継手続自体を争う方法で十分である。⑵は，いわ
ば鶏頭を割くに牛刀を用いるような方法である。もっとも，法理論的にみ
れば，その構成が唯一絶対の正解とも言い難い。
　従来，会社分割は部分的包括承継と説明されることが多く，分割契約が
適法に成立した場合には，労働契約承継法上規定された労働契約承継は当
然の効力として発生すると解するのが自然である。この場合，包括承継と
いう会社分割法制の統一的把握を重視するのであれば，分割無効を主張し
8）
摘する。
相対効説または相対的無効説と呼ばれることが多い。江頭・前掲注６）823頁注⑷，菅野和夫
『労働法〔第 9版〕』（弘文堂，2010年）47５頁，土田道夫「 2審判批」ジュリ1373号139頁，141
頁以下，岩出誠「本件判批」商事191５号（2010年） 4頁， 8頁など参照。
控訴審は，会社分割無効原因として労働契約承継手続に不備があったことを含めることを認め
る一方で，労働者の一部についてのみ不備がある場合には分割無効の手続によらずして労働契約
承継を争える，との立場を採った。また，承継を争えるのは， ５条協議が全くなかった場合，実
質的に同視できる場合か，労働者の不利益が会社分割による通常予想される程度を超える著しい
場合に限られるとした。
この見解では，労働契約承継手続の不備の量的・質的度合いによって，会社分割無効が認めら
れたり認められなかったりすることになるから，法的安定性に問題があったことは否定できない。
土田・前掲注 7）141～42頁は，相対効説の採用は妥当であるが，労働契約承継を否定する要件
が厳格に過ぎると批判する。岩出・前掲注7）9頁も同旨。荒木尚志「 2審判批」村中孝史 =荒
木尚志編『労働判例百選〔第 8版〕』（2009年）149頁は，国会修正の経緯に鑑みると，見解が分
かれるところであろうとする。
7）
8）
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て結果として労働契約承継を否定する道筋には，何らの法的問題点もない。
　もっとも，個別法規の解釈として，労働契約承継法上の義務を認め，そ
の義務違反の効果として当該労働契約承継の効力を否定するという論法も，
決して無理な法律構成ではなく，十分考えられるところであった。また，
分割無効の訴えを経由することになると，会社分割無効原因があるが労働
契約承継に問題があるとは到底いえない場合，ないが労働契約承継法上の
問題がある場合の会社分割無効原因の存否，の両者について，処理方法の
難題が発生することにもなる。
　⑹　以上の考慮に立てば，会社分割無効（の訴え）を経由することなく，労
働契約承継の効力のみを独立した訴訟で争うことができるとする，従来の
学説上の多数説が妥当な見解であったといえる。
　本判決は基本的にこの立場に立つものと解してよく，法律構成は妥当で
ある。また，本判決の判示からすれば，控訴審のようには会社分割との関
係が明確にならないが，会社分割無効・労働契約承継の相互関係について
の一般論は，本判決の射程外であって，判例法はなおオープンであると解
すべきであろう。
3⑴　次に， ５条協議， 7条措置の具体的な判断内容について検討する。
　⑵　前提として， 7条措置・ ５条協議において，「指針」が全面的に参照さ
れていることの当否はどうであろうか。前述した絶対効説・相対効説の対
立においては，本判決はこの「指針」の判断を否定しており，一方 7条措
置・ ５条協議の判断基準としては（援用に相当程度近い）参照している点が
一貫しないと考えるのは形式論に過ぎる。本判決は 7条措置・ ５条協議に
関する「指針」の内容がおおむね正しいので，それを参照しつつあくまで
9）
10）
11）
商法等改正法附則第 ５条には法効果についての明文がなく，解釈に委ねられている以上，会社
分割無効と絡めるか否かに拘らず，労働契約承継の効力を否定することは可能である。荒木・前
掲注8）149頁も参照。
立法担当者の見解（原田・前掲注3）文献）は，絶対効説を採用していることから，一人との協
議義務違反によっても会社分割全部無効と解しうるものと整理されている。岩出・前掲注7）8頁。
若干，商法等改正法附則にウェイトの置かれすぎた解釈とも思われるが，附則も本則と一体と
なって法令を構成する以上，かかる解釈に技術上の問題は存しない。
9）
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も最高裁独自の事実評価をなしているのであって，「指針」に全面的に依
拠する解釈をなしているわけではない。この点を論難すべきではないだろ
う。「その定めるところは，以上説示したところに照らして基本的に合理
性を有する」という判示がややブラックボックスに近い面はあるものの，
内容の合理性が担保されるのであれば，行政解釈におおむね沿った解釈を
行うことは合理的である。
⑶　 7条措置に関しては，法文が明確に努力義務規定である以上，その違反が
直接的な法効果を持つことは通常ない。本判決が述べるように， 7条措置
が著しく不適切な場合に， ５条協議の実効性に関して消極の判断が下され
る蓋然性が高くなることはその通りであるが，せいぜい 7条が規定されて
いること自体を完全に無視しない程度の解釈が認められれば十分であろう。
手続上の明らかな不備がない限り，通常の対応をしていれば 7条措置の違
法は認められることもないであろうし， 1審原告（代理人）としても， ５
条協議の違法の主張立証に注力するのが，訴訟戦略上合理的であろう。
　⑷ア　問題は， ５条協議である。
イ　労働法上は，使用者と労働者との交渉にかかる法令上の文言には，細
かい書き分けがなされることが一般である。そのため，附則 ５条が明確
に「協議」と規定しており，また「指針」第 2 （分割会社及び承継会社が
講ずべき措置等）の 4 （労働者の理解と協力に関する事項）の⑴（商法等改正
法附則第 ５条の協議）のイ（労働者との事前の協議）第 2段落が以下の囲み
内のように記載されていることが，解釈上重要になる。
12）
13）
14）
もともと，あくまでも行政解釈のガイドとして所管省庁が示した「指針」に，裁判所が法的解
釈を拘束されること自体あり得ない。当該「指針」の解釈上の妥当性を最高裁が認め，参照を便
宜としていわば流用したのみである。
岩出・前掲注7）10頁。「指針」第 2の 4の⑴のロも参照。
たとえば，労基90条 1 項は，就業規則改定に際して，使用者が過半数代表者等の「意見を聴か
なければならない」とし，いわゆる意見聴取義務を定めているが，この場合は純粋に意見を聴く
のみで足り，労働者の意見を反映させる義務は一切ない。岩出・前掲注7）10-11頁は，他の類似
制度との比較検討をなしている。
12）
13）
14）
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ウ　この「指針」の規定に従えば，ＹとＸらとの間では，「説明」「聴取」
「協議」の 3段階のプロセスを経て，労働契約承継が行われることが明
らかである。一般に労働法（学）上，「協議」に関しては，結論として
の合意は必要ないものの，協議義務者が誠実に協議をする義務があると
解されている。
エ　本判決は，Ｙが従業員代表者への説明資料を使って，ライン専門職に
各ライン従業員への「説明」や承継に納得しない従業員への最低 3回の
「協議」を行わせ，多くの従業員が承継に同意したこと，ＹがＸらに対
する関係では，労組支部と 7回の「協議」を持ち書面もやりとりし，労
働契約が承継されるとの結果を伝え，在籍出向に応じない旨回答したと
する。その上で，Ｃ社の概要・経営見通しを詳言しなかったことや，Ｘ
らが「主として従事する者」に該当することの「説明」は「指針」の趣
旨にかない，他に説明の不十分さによるＸらの意向を述べられない事情
がないこと，在籍出向に応じなかったことは新設分割ゆえ相応の理由が
あることから，「説明」「協議」の内容が不十分ではなかった，と評価す
る。
オ　当該会社分割が実際上どのような効果を有していたかに関する，事件
15）
土田・前掲注7）142～43頁。15）
分割会社は，当該労働者に対し，当該効力発生日以後労働者が勤務
することとなる会社の概要，当該労働者が法第 2条第 1項第 1号に
掲げる労働者に該当するか否かの考え方等を十分説明し，本人の希
望を聴取した上で，当該労働者に係る労働契約の承継の有無，承継
するとした場合又は承継しないとした場合の当該労働者が従事する
ことを予定する業務の内容，就業場所その他の就業形態等について
協議をするものとされていること。〔下線引用者〕
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外の事情についてはさておくとしても，以上の判示は十分であろうか。
　Ｃ社の新設分割が不採算部門の切離しという側面を有することは否定
できない事実であり，その行為自体を会社組織再編法制上否定すること
もできない。そのような実態を有する会社分割である以上，「説明」可
能でありまたは「説明」すべき事項の範囲には一定の幅があろう。しか
し，肝心のＣ社の経営見通しについて一切回答しないというのが適切で
ないことは否定できない。少なくとも，従業員代表者の閲覧に供してい
たイントラネット上のデータベースについては，Ｘらを含めた全対象従
業員に開示しておくことが望ましかったのは事実であり，この点で「説
明」義務が十分に果たされているかはやや疑問である。
　意見聴取についても，このような「説明」および前提としての資料開
示が十分でない可能性がある以上，実際に従業員から十分に「聴取」可
能な状態にあったかはやや疑わしい。第 1審・控訴審でも，Ｙがライン
専門職に対し，詳細な説明は不要だと説明していた旨認定されており，
本判決がこれらの点を重視していないことには疑問がぬぐえない。
　他方，「協議」に関しては，従来は在籍出向で対応していたという実
務家の指摘が見られるものの，組織再編法制上は，少なくとも移籍を排
除しているものではないことは明らかである。この点では，Ｙの在籍出
向の拒絶はやむを得ない面があると考える。
カ　以上をまとめると，少なくともＹの「説明」と「聴取」は，「説明」
の前提をなし，あるいはその一部をなす情報提供が足りない以上必ずし
も十分ではなく，労働契約のＣへの承継を肯定した本判決の結論に反対
するものではないが， ５条協議義務を果たしたか否かの事実評価は十分
16）
17）
18）
前掲注1）を参照。本久洋一「 1審判批」労旬1６５7号 ６ 頁，同「 2審判批」法時81巻 2 号12５頁
は，この側面を重視する。もっとも，法律審としての最高裁は，控訴審認定事実に拘束されるこ
とを，判例評釈としては重視せざるを得ないのも事実である。
小鍛冶広道・後掲経営法曹1６0号13頁。
ただし，既存の 2企業間で移籍する場合と，本件のように新設分割設立株式会社に移籍する場
合とで，全く同じ法規制でよいか，立法論的に検討する余地はあるかもしれない。
16）
17）
18）
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ではない，と考えるものである。
第 ４　おわりに
1 　労働契約承継法は，「主として従事する」労働者について，正当な手続を
踏めば会社分割に伴う労働契約承継を無条件に認める立法である。本件では
この手続の正当性が争われたのであるが，同法の解釈論としては，やむを得
ない結論であったと考える。
2　もっとも，同法が立法として適切であるかどうかは，一考の余地がある。
「主として従事する」労働者をおよそ一般的に労働契約承継させるのは，少
なくとも比較法上必然の立場ではない。報告者は，会社組織再編と労働契約
承継が，会社組織再編の形態によって演繹的に決定される現在の立法構造に
違和感を有するものであるが，当該論点は立法論として，さらに考察を深め
たいと考えている。
＊　本報告は，平成22年度科学研究費補助金（研究活動スタート支援／課題番号
21830078）による研究成果の一部である。
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　⑵　第 1審
石毛和夫・銀法５2巻12号６8頁，本久洋一・労旬1６５7号 ６ 頁，同・法セ６3５号111
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19）
20）
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